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平成１８年度 伊賀市の予算概要 

（平成１８年度予算編成方針より抜粋） 

【本市を取り巻く状況】 

平成１８年度における我が国の経済は、年央にはそれまでの輸出・生産などに見られた

弱い動きを脱し、景気は､緩やかな回復を続けています。内閣府が２月１７日に発表しまし

たように、国内総生産（GDP）は、名目では３年連続で増加し、物価変動の影響を除いた実

質 GDP は、２．８％増となり、企業から家計への所得の波及が今後も続き、日本経済は持

続的な成長を維持する見通しだとされています。 

政府は､平成１８年度予算編成の基本方針の中で、本年度予算は、重点強化期間最後の重

要な予算であり、小さくて効率的な政府の実現に向け従来の歳出改革路線を堅持し・強化

する。このため、三位一体改革を推進するとともに、歳出全般についても厳しく抑制を図

るとの基本的な考え方を示しています。 

そして、地方財政については、平成１８年度までの三位一体の改革に係る「政府・与党

合意」及び累次の「基本方針」を踏まえて、①国庫補助負担金について、税源移譲に結び

つく改革等で平成１８年度までに４兆円を上回る廃止､縮減等の改革を行う。②税源移譲は、

３兆円規模とし、所得税から住民税への恒久措置として行うが、平成１８年度予算におい

ては、税源移譲額の全額を所得譲与税で措置する。③地方交付税は、国の歳出見直しと歩

調を合わせて、地方財政計画の合理化・透明化を進めるが、平成１８年度は、地方の安定

的な財政運営に必要な地方交付税、地方税などの一般財源の総額を確保すると示されてい

ます。 

 

【財政見通しと予算編成方針】 

 

○財政見通し 

本年度の財政見通しについて、歳入においては個人市民税の定率減税が２分の１に縮小

されたことなどに伴う増収が見込めますが、固定資産税は、評価替えの年度でもあり、ま

た、地価の下落等に伴う減少分を好調な企業誘致による工場の新築、設備投資等で補填さ

れる程度で、大幅な増収は見込めない状況です。 

地方特例交付金や減税補てん債も定率減税影響分により減少することになるほか、三位

一体の改革による国庫補助負担金の影響見込み額は、８億７千万円程度と考えられますが、

所得譲与税が７億７千３百万円余り見込めることになっています。 

また、介護保険法の改正により地域支援事業として再編されることなどから、県補助金

が大幅に減少することになります。 

前年度に合併算定替えにより増収となった地方交付税も、総枠で５．９パーセントの減

となっております。 

歳出では現在策定中の総合計画の基本構想に掲げられる予定の、本市の将来像を達成す

るために、各施策の計画的な実施に向けた事業費を計上する必要があるほか、児童手当の
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拡充や児童扶養手当、生活保護費などの対象者の増加、また、高齢化等に伴う扶助費や公

債費の増嵩は避けられない状況であります。 

 

○予算編成方針 

厳しい財政見通しを鑑み、本年度予算の編成では、歳入全般にわたって財源の確保に最

大限の努力を払う一方、歳出については、その抑制に厳しく取り組み、「補完性の原則」に

基づく身の丈に合った行政サービスに努めることで効率的な行財政運営が行えるよう見直

しを行うこととしました。 

歳出の性質別の編成方針は以下のとおりです。 

 

（人 件 費) 

定員適正化計画により職員数を減じるほか、各種手当の削減、非常勤特別職の日額報酬

額を改めることにより縮減を図ることとしました。 

 

（物 件 費） 

既定の削減を行い、指定管理者制度に移行する施設の管理経費は、歳入が減少すること

も踏まえ精査することとしました。 

 

（補 助 費 等） 

伊賀市行財政改革推進委員会から出された「伊賀市行財政改革大綱の策定に関する答申」

を踏まえ、寄附金等を原則平成２０年度までの３ヵ年で３０パーセントを削減するととも

に、その他の経費も費用対効果を改めて点検し、優先順位の低い事業については、その廃

止や縮小等を検討することとしました。 

 

（投資的経費） 

合併特例事業を優先するため、起債以外に特定財源も持たない事業を中心に、その効果、

将来にわたる財政負担などを再検討し、一般財源の効果的な活用を図ることとしました。 

 

以上のことから、本年度予算は、経常経費の節減・合理化と、すべての事業についてそ

の必要性、効果等について点検、見直しを行い、投資的経費については、合併特例債や推

進債の充当が可能であると考えられる事業を最優先するものとし、その他の新規事業では、

既存事業の見直しの中で必要な一般財源を確保するなどの創意工夫に努め、すべての経費

に聖域を設けず、選別化や重点化に取り組み、優先順位を設けるなどして、当面の重点課

題への対応等に財源の重点的配分を図ることとしました。 
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【歳出予算の概要】 

○目的別分類 

歳出予算を市が行う仕事や事業の目的別に分類すると、次のようになります。 

科   目 本年度予算額（千円） 前年度予算額（千円） 増減（％）

議 会 費 ３５４，０１６ ３５６，２７４ △０．６

総 務 費 ６，３７６，６００ ５，７７８，９４４ １０．３

民 生 費 １１，１２７，９９８ １１，０６０，１７６ ０．６

衛 生 費 ６，４４７，０７０ ４，０５３，０１６ ５９．１

労 働 費 ２２４，５２３ ２３８，８２１ △６．０

農 林 業 費 １，９８６，７７０ ２，４９４，３４８ △２０．３

商 工 費 ３７５，０２７ ３７６，８０８ △０．５

土 木 費 ３，９０５，１０４ ３，３４７，０８９ １６．７

消 防 費 １，５７８，４６６ １，８８２，９６１ △１６．２

教 育 費 ６，０１８，５８３ ３，７２３，２５２ ６１．６

災害復旧費 ３０８，０００ ３６６，３１２ △１５．９

公 債 費 ５，８３８，６８０ ５，６２６，０５２ ３．８

予 備 費 ３０，０００ ３０，０００ ０．０

合  計 ４４，５７０，８３７ ３９，３３４，０５３ １３．３

 

＜議会費＞ 

市議会の運営に係る経費で、主な内容は議員報酬や政務調査費等です。 

 

＜総務費＞ 

庁舎管理や電算システムの保守など行政内部にかかる経費が中心ですが、地域振興や住

民自治、人権啓発、防災関係などの経費も含まれています。 

 

＜民生費＞ 

福祉全般に関する経費で、市の事業の中でもっとも大きなウエイトを占めています。主

な内容は老人福祉や保育所の運営管理、医療費助成、生活保護費などです。 

 

＜衛生費＞ 

環境対策や清掃事業、健康推進などに係る経費で、主な内容はさくらリサイクルセンタ

ーなどの維持管理経費やごみ収集経費、インフルエンザ等の予防接種に関する経費です。 

本年度はしらさぎクリーンセンター内の旧清掃工場の解体や健康検診センターの建設に

伴い前年度に比べて５９．１％の増となりました。 
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＜労働・農林業・商工費＞ 

労働・産業に関する経費で、主な内容は土地改良事業や農業・商工業団体への助成、観

光振興に関する経費です。農林業費については県補助金による事業が終了したため２０．

３％の減となりました。 

 

＜土木費・災害復旧費＞ 

道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設に関する経費が中心ですが、街なみの保全

や市街地再開発に関する都市計画事業も含まれています。 

今年度は国からの交付金事業により道路整備事業が増加しました。 

また、災害復旧費は台風などの災害により破損した道路等を復旧する経費です。 

 

＜消防費＞ 

消防に関する経費で、主な内容は消防、救急活動に関するものや防火水槽等の防災基盤

整備、消防団本部の運営に関する経費です。 

 

＜教育費＞ 

市立の小中学校、幼稚園の管理運営に関する経費のほか、文化財の保全やスポーツ振興、

公民館の管理運営などの社会教育にかかる経費も含まれています。 

本年度は、給食センターの建設や小学校の改築、校区再編による中学校の建設などが本

格化することから前年比６１．６％の大幅増となりました。 

 

＜公債費＞ 

市が建設事業のために借り入れた市債の償還に係る経費です。歳出予算に占める割合が低

いほど健全であるとされています。 

 

＜予備費＞ 

地方自治法により設けることが決められている経費で、不測の事態により上記科目で予算

執行を行なえない場合、この科目から支出することができます。 
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○性質別分類 

歳出予算を性質別に分類すると、次のようになります。 

科   目 本年度予算額（千円） 前年度予算額（千円） 増減（％）

人件費 ９，２６４，２５８ ９，５１８，９３９ △２．７

物件費 ６，５８６，９３５ ６，６３５，２０９ △０．７

維持補修費 ３８４，２１３ ４７８，８３３ △１９．８

扶助費 ４，０７２，６４９ ３，６６１，０５５ １１．２

補助費等 ４，２４９，１４３ ３，８９２，５８３ ９．２

投資的経費 ８，８１３，６０９ ５，７３９，２３０ ５３．６

公債費 ５，８３８，６８０ ５，６２６，０５２ ３．８

投資・出資・貸付金 ７６４，９５０ ３２０，９００ １３８．４

積立金 １，４９５，９９７ １５２，０４４ ８８３．９

繰出金 ３，０７０，４０３ ３，２７９，２０８ ６．４

予備費 ３０，０００ ３０，０００ ０．０

合  計 ４４，５７０，８３７ ３９，３３４，０５３ １３．３

 

＜人件費＞ 

市長などの特別職や職員の給与はもちろん、市議会議員や各種委員等の報酬をはじめ嘱

託職員、消防団員の報酬が含まれます。義務的経費(※)の一つです。 

本年度は一般職２０名を減じたほか職員手当の減などにより、前年度比２．７％減とな

りました。 

 

＜物件費・維持補修費＞ 

行政運営上必要となる消費的な性質をもった経費で、旅費や賃金、光熱水費、通信運搬

費、施設維持に係る委託料などが主な内容となります。 

原油価格の高騰から、さくらリサイクルセンターをはじめとする各施設の燃料費や委託

料が大幅に増加したこと、また、指定管理者制度の導入と新たな需要に応えるべき電算シ

ステムの開発費等の臨時経費が発生するため、節減努めましたが０．７％の減にとどまり

ました。 

維持補修費は庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修に関する経費で、本年度は今

まで市が直接支払っていた経費が、公園などの公共施設に指定管理者制度を導入したこと

により委託料として物件費に振替えられた分が減となっています。 

 

＜扶助費＞ 

社会保障制度の一環として生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等の法律に基づき支出

する扶助費だけでなく、市が独自に行う扶助費も含まれています。義務的経費(※)の一つ

です。 

受給者の増加や制度改正により前年度比１１．２パーセント増となりました。 
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＜補助費等＞ 

各種団体への助成、負担金等が主な内容で、保険料や報償費も含まれます。 

伊賀南部環境衛生組合負担金や、伊賀市･名張市広域行政事務組合の農業共済事務に係る

負担金などの増により、９．２パーセント増となりました。 

 

＜投資的経費＞ 

市が行う建設事業と災害復旧に係る経費で、工事費だけでなく建設事業に係る測量設計

費等の経費も含まれます。特に今年度は学校建設や道路整備事業などの合併特例事業が本

格的に動き出したため前年比５３．６％の大幅増となりました。 

 

＜投資・出資・貸付金＞ 

県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金が主な内容です。 

水道事業会計への出資金の増加や、新たに伊賀下水道事業会計への貸付を行なったため

前年度比１３８．４％と大幅に増加しました。 

 

＜積立金＞ 

市の貯金である「基金」への積立金です。 

本年度より合併特例債を活用した「伊賀市振興基金」を設置し１０億円を積み立てるた

め前年度比８８３．９％の大幅な増となりました。 

 

 

※ 義務的経費 

人件費、扶助費、公債費が地方公共団体の義務的経費とよばれるもので、支出が義務づ

けられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い経費です。これらが歳出予算に占め

る割合が低いほど財政構造上、弾力性に富み健全な財政であるとされています。 

当市は義務的経費の歳出予算に占める割合が約４３％と高いため、今後はこれらの経費

をできるだけ増やさないようにしていく必要があります。 
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【歳入予算の概要】 

科   目 本年度予算額（千円） 前年度予算額（千円） 増減（％）

市税 １３，４６３，０６４ １２，８４０，４６４ ４．８

地方譲与税 １，４１９，３０３ ９６８，３２９ ４６．６

利子割交付金 １０６，９００ ６９，７００ ５３．４

配当割交付金 ２７，３００ ３０，４００ △１０．２

株式譲渡所得割交付金 １２，４００ ９，０５０ ３７．０

地方消費税交付金 ８８０，１００ ９１３，４００ △３．６

ゴルフ場利用税交付金 ２１９，１００ ２２５，７００ △２．９

自動車取得税交付金 ４１８，０００ ４２７，３００ △２．２

国有提供施設等交付金 ４，８０７ ２００ ２３０３．５

地方特例交付金 ３６７，７００ ３８９，８００ ５．７

地方交付税 ８，９７２，０００ ８，９６０，２００ ０．１

交通安全対策特別交付金 １７，０００ １７，０００ ０．０

分担金及び負担金 ８８６，１７２ ８５１，８０９ ４．０

使用料及び手数料 ４１０，４３３ ４８２，１５３ △１４．９

国庫支出金 ４，０１２，４５２ ３，４４８，８０４ １６．３

県支出金 １，９２７，５５３ ２，４５９，５１８ △２１．６

財産収入 ３５，１７０ ４７，１６３ △２５．４

寄付金 ８，５２０ ６，４２０ ３２．７

繰入金 １，７１７，１８５ ２，１０２，９４２ △１８．３

繰越金 ７００，０００ １００，０００ ６００．０

諸収入 ７２３，９７８ ６５３，７０１ １０．８

市債 ８，２４１，７００ ４，３３０，０００ ９０．３

合  計 ４４，５７０，８３７ ３９，３３４，０５３ １３．３

 

＜市 税＞ 

市民の皆さんから直接納めていただく税で、主な内容は個人市民税、法人市民税、固定

資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などがあります。 

 

＜地方譲与税・交付金関係＞ 

本来、地方が徴収するべき税を、便宜上から国税として徴収し地方に譲与するもので、

本市で対象となるのは所得譲与税、自動車重量譲与税、地方道路譲与税になります。 

所得譲与税は、三位一体の改革による国庫補助金の見直しと本格的な税源移譲の前段階

として、所得税の一部を人口規模に応じて譲与するもので、本年度は増額が見込まれるこ

とから前年度比４６．６％増となります。 

他の譲与税や地方消費税交付金、地方特例交付金等は、国の指標を参考に減額しました。 
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＜地方交付税＞ 

国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割合の額を、地

方公共団体が等しくその行うべき事務が遂行できるよう、一定の基準により国が交付する

税のことです。普通交付税と特別交付税があります。 

本年度は、平成１７年度の交付額をベースに、国の地方財政計画に基づく減少率を考慮

して算定した結果、前年度比０．１％増となります。 

 

＜国庫支出金＞ 

国からの負担金や補助金、委託金が主な内容で、譲与税や交付税との違いは、使途が特

定の事業に充てることとされている点です。 

三位一体の改革等の影響を受けながらも、生活保護費負担金の増加や新規の交付金事業、

各施設整備事業補助金の増により、前年度比１６．３％増となりました。 

 

＜県支出金＞ 

三重県からの負担金や補助金、委託料が主な内容です。 

児童手当負担金等の増加要因があるものの、介護保険法の改正等により補助金が減額と

なったことなどから、前年度より２１．６％減となります。 

 

＜分担金・負担金など＞ 

市が行う事業に対する地元負担金や施設等の使用料が主な内容です。 

分担金、負担金は事業費に対応して所定の額を計上していますが、使用料・手数料につ

いては、指定管理者制度の導入により前年度比１４．９％の減となります。 

 

＜繰入金＞ 

基金の取り崩し金や他会計からの繰入金が主な内容です。 

財源調整として、財政調整基金から８億９千万円を繰り入れするほか、特定目的基金で

は公共施設等整備基金から２億７千万円、川上ダム周辺整備事業基金から約２億２千万円

など、総額で約１７億円の繰り入れを行います。 

 

＜市 債＞ 

市が建設事業に充てるために借り入れる借金で、最近では交付税の代替として減税補て

ん債、臨時財政対策債などの財源対策のための市債発行額が増えています。 

本年度は合併特例債を利用した事業が本格的に増えたことから、特例債を約５１億円予

定しており、市債の総額は前年度比９０．３％の大幅増となります。 



 10

○ 市税の内訳 

科   目 本年度予算額（千円） 前年度予算額（千円） 増減（％）

市民税 ４，９４４，５４５ ４，４７８，９７９ １０．４

固定資産税 ７，５１７，５９９ ７，４０９，５５２ １．５

軽自動車税 １９６，６２３ １９６，０６２ ０．３

市たばこ税 ７０１，５７３ ６６０，６１５ ６．２

鉱産税 ３２４ ３２３ ０．３

特別土地保有税 １ １ ０．０

都市計画税 １１，２３３ ９，１８７ ２２．３

入湯税 ９１，１６６ ８５，７４５ ６．３

計 １３，４６３，０６４ １２，８４０，４６４ ４．８

※特別土地保有税、都市計画税は現年課税はなく、すべて滞納繰越分です。 

 

本年度は、個人市民税の定率減税が２分の１に縮小されたことや、老年者控除の廃止な

どにより増収となるほか、法人市民税においても増収が見込めるものの、固定資産税は、

評価替えの年度でもあり、地価下落等の影響などから大きな増収は期待できません。 

市税全体では前年度に比べ４．８パーセント増となりました。 

 

○合併特例債利用の事業 

事 業 名 借入予定額（千円） 

地区市民センター整備事業 ２５，２００ 

地域振興事務経費（伊賀市振興基金積立金） ９５０，０００ 

行政バス運行経費（バス購入費） ６，０００ 

保育所施設改修事業（空調設備改修） ２８，４００ 

（仮称）伊賀市健康検診センター整備事業 １，２６４，４００ 

伊賀南部環境衛生組合負担金（建設事業分） ３２８，９００ 

地方道路交付金事業 １３３，０００ 

道整備交付金事業 １９，０００ 

まちづくり交付金事業 １５，３００ 

ダム周辺整備事業 ６４，１００ 

市駅前地区市街地再開発事業 １０６，６００ 

上野東小学校校舎改築事業 ４９３，４００ 

柘植中学校大規模改造事業 １３５，８００ 

（仮称）上野南地区中学校建設事業 ４２，７００ 

（仮称）上野東地区中学校建設事業 ５９０，５００ 

中学校施設改修事業（空調設備・給食設備改修） １２１，２００ 

（仮称）伊賀市給食センター建設事業 ７１５，０００ 

計 ５，０３９，５００ 
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【基金及び市債の残高】 

○ 基金残高（市の貯金） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市の貯金である基金は、各事業を行うにあたり財源が不足しているため、約１７億円を

取り崩す予定です。また、伊賀市振興基金や財政調整基金等へ約１５億円を積立てるため、

１８年度末基金の残高は約５５億円となる見込です。 
市民一人あたりの基金残高は約５万３，０００円になります。 
 
○ 市債残高（市の借金） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成１６年度から１７年度の額に変動がないのは、１７年度中の市債の借入額と償還額

がほぼ同額であるからです。本年度においては、８２億円の借入れに対して償還額が４８

億円であるため起債残高が３４億円の増加となります。 
市民一人あたりの市債残高は約５７万円になります。 

593億円

559億円

487億円

458億円

482億円

518億円

559億円

491億円

400億

450億

500億

550億

600億

650億

H12 H13 H14 H15 H16.11.1 H16 H17末見込 H18末見込

140億円
136億円

117億円

94億円

50億円

64億円
57億円 55億円

億

50億

100億

150億

H12 H13 H14 H15 H16.11.1 H16 H17末見込 H18末見込
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